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※参加料には、別途消費税がかかります。
※銀行振込の手数料は貴団体にてご負担ください。

2019年10月28日（月）
10月29日（火）

※宿泊料は変更になる場合がございます。
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　近年、工夫を凝らした政策を行い、地方活性化を推進させる自治体が増えてきております。このような地域の
課題を解決する政策法務の能力はますます重要性を強めております。そのため、その実践にあたっては、住民の
不満やニーズを法律的な視点で再構成し、法令の解釈を広げたり、新たな条例を立案するといったテクニックが
必要となります。



解釈の方法（考え方）

法令改正

解釈の方法（実務編）
法律と条例との整理

（3171）

（3.0）

2019. 10/28～29

所属部課・役職名 担当（経験）年数

役　所　名
（団体）

原

ぶ技術（第３版）』（ダイヤモンド社）『新法令用語の常
識』『新法令作成解釈の常識』（日本評論社）『政策立案者
のための条例づくり入門』（共著・学陽書房）など多数

条文づくりのルール～法令用語を知る～

参考：条例手法集

当日は地方自治小六法などがあればご持参
ください。
2 日目はスマートフォンまたはタブレットを
持参いただければ便利です。条文づくりのルール

～条文の構造と典型的な規定～

５. 事例で学ぶ条例立案
　　～政策と条例をつなごう～

６.

「条例の手法」の活かし方

たとえば…「住民と協動する」を例に
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29，000円
32，000円 　※別途消費税が（　 かかります　 ）


